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◯鳥羽　　今回の産研アカデミック・フォーラムにおいて
取り上げました事例を通じまして、財務諸表監査・監査役
監査を、会計基準を、あるいは会社法を考えようという企
画を考えましたのは、最近のわが国の企業社会で起きま
した上場会社の企業不祥事がきっかけであります。東芝、
オリンパス、大王製紙など、日本企業をそれなりに代表す
ると思われる上場会社において、さまざまな企業不祥事が
起こり、しかも、それらの企業監査に関して、日本を代表
する監査法人が関係していたからであります。とりわけ、
2015 年に起こりました東芝不正会計事件が契機になって、わが国の公認会計士監査の品質はい
ったいどうなっているのか、どのように改善したらよいのかなど、極めて重要で、喫緊の問題が
持ち上がりました。既にご案内のように、金融庁において、公認会計士監査の品質を見直すため
の懇談会が開かれ、各方面の識者からさまざまな意見や提案がなされています。
　公認会計士監査が関連する企業の不祥事に対する社会の人々の関心は昨今一段と強くなってい
ます。公認会計士が財務諸表に含まれている重要な虚偽表示を看過すると、直ちに「監査の失敗」
という問題として突きつけられます。監査の失敗＝監査人の法的責任ではないのですが、監査の
失敗とりわけ「失敗」という言葉がきつい響きを有しているため、この言葉についてはもっと
慎重に使ってもらいたい、という声も当然出てきます。注意すべきことは、「監査の失敗」(audit 
failures) が監査のいかなる状況を意味しているのかについて、アメリカのジャーナル等を読みま
しても、関係者によって異なるように思われます。
　第 1 の考え方は、監査基準との関係において規定しようとするものです。すなわち監査基準に
準拠して監査が実施されていなかったことをもって、監査の失敗とする立場です。第 2 の考え方
は、監査基準に準拠していたことに加えて、財務諸表そのものに重要な虚偽表示があり、公認会
計士 ( あるいは会計監査人 ) がそれを看過してしまったことを加える考え方です。それゆえ、監
査の失敗は、基本的には、財務諸表上の重要な虚偽表示が監査人によって検出されなかった場合
に限定した場合における監査基準に準拠して監査を実施していなかったこと、という意味になり
ます。さらには、第２の考え方をさらに狭めて、監査人法的責任が訴訟等において認められた場
合 ( すなわち敗訴の場合 ) に限って使用されるべきである、とする考え方 ( 立場 ) もあろうかと
思います。監査の失敗という概念を厳格に捉えるか、それとも少し緩めて捉えるかは、その概念
を捉える者の立場によって異なります。アメリカにおいても、audit failure という概念の定義は
必ずしも確立されていないように思います。このように、監査の失敗という概念については、現
時点で十分に確立されている概念とは言えませんが、ここでは、経営者の作成した財務諸表に重
要な虚偽表示があった場合を前提にし─財務諸表の重要な虚偽表示が故意によるものであろう
と、会計上の判断のミスや会計手続上の誤謬に起因したものであるかは問わない─、その財務
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諸表上の重要な虚偽表示を監査人が検出できなかった場合、と考えることにいたします。これ以
降の説明は図表 1 に従って行うこととします。
図表１　監査の失敗を捉える多層的視点
　監査の失敗はすべて監査人側の非によるものではありません。まず何よりも先に問われなけれ
ばならないのは、財務諸表に対して第一次的責任を有している経営者であります。しかし、経営
者側の問題を横に置いたとしても、監査の失敗は、現実の問題として、さまざまな要因によって
引き起こされています。本日の議論では、たとえば内部統制の問題であったり、経営者が財務諸
表の作成に際して選択・適用した会計基準の甘さ ( 曖昧さ ) であったり、場合によっては会計基
準そのものがいまだ取り扱っていなかったことも関連して、会計不正のスキームが組み立てられ
る場合もあります。これらは、監査人にとって外部的要因とみることができます。
　監査の失敗は、外部的要因の他に、監査人の側の、いわゆる内部的要因に a よっても引き起こ
されます。しかも、それはさらに、個々の監査人レベルでの問題、監査チームレベルでの問題、
監査法人レベルでの問題、そして個々の監査人と監査法人を「会則」と「職業倫理規則」を通じ
て指導・監督する日本公認会計士協会レベルでの問題に分けることができます。個々の監査人レ
ベルの問題とは、監査人個々人の専門的技量と経験 (professional skill and experience)、誠実性
(integrity)、独立性 (independence as mental attitude)、職業的専門家としての正当な注意と職業
的懐疑心 (professional due care and professional skepticism) 等に関連する監査人自身が有してい
る個人的特性の問題です。監査チームのレベルの問題とは、監査チーム内での風通しの問題と監
査調書のレビューが主たる内容かと思われます。監査法人レベルの問題とは、突き詰めれば、監
査法人側における監査の進め方についての問題─具体的には、監査法人側における監査の質の
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管理の問題─とみることができます。最後に、監査の失敗は、間接的なものでありますが、協
会のレベルにおいてもあります。日本公認会計士協会が監査の品質についてどのような内容の規
制を、どの程度厳しく、広範囲に行っていたのかが監査の失敗に間接的には影響しているかもし
れません。監査の失敗は、基本的には会計士個人、個人が属している監査法人、そして個人と監
査法人が会員として属している協会の問題だと見ることができます。図の中の一番小さな円はそ
れを示しています。
　監査の失敗は、財務諸表監査において適用する監査人の行為の基準としての監査基準自体にあ
る問題から生ずることもあります。公認会計士には、監査基準に準拠して監査を実施する職業上
の責務と責任があります。また、公認会計士が監査上の法的責任を負うかどうかは、最終的には
監査基準に準拠していたかどうかによって判断されることになります。たとえ金融庁検査も日本
公認会計士協会が行っている品質管理レビューも、公認会計士の監査がかかる基準に準拠してい
るかどうかを検証する、という形で実施されています。ただ、監査基準も会計基準の場合と同じ
ように完全ではありません。たとえば、オリンパス会計不正事件と大王製紙経営者横領事件を受
けて、金融庁はいわゆる「不正対応基準」を公表しました。これは、当時適用されていた監査基
準における不正への対応が十分ではなかったのではないかとの反省に基づき、行政の立場で監査
基準の改訂を行ったもの、と見ることができます。このように監査基準における規制内容が、時
として監査の失敗を結果として引き起こす要因になっている場合がある、ということであります。
その意味で、監査基準は常に見直さなければならないものであります。さらに、わが国の監査基
準の場合には、金融庁 ( 企業会計審議会 ) の他に、日本公認会計士協会 ( 監査基準委員会 ) が『監
査実務指針』─これは監査報告書の「監査人の責任区分」において言及されている「監査の基
準」の一部を構成する監査規範と位置づけられています─があります。これについても、同様
に、継続的な見直しが求められています。
　監査の失敗に繋がる要因として会計基準の失敗があります。会計基準の失敗は、アメリカで
もいくつか指摘されています。その中でも最も大きな事案は、その当時、関連当事者間取引
(related party transaction) に係る明確な会計基準が存在していなかったことがひきがねとなった
1969 年のコンチネンタル・ベンディング・マシン会社事件でした。また、最近のエンロン事件
のように、会計基準の不備を突いて会計不正のスキームがつくられたと見ることのできる事案も
あります。これは監査の失敗ではなく、むしろ監査人による独立的判断が発揮された良い事例と
位置づけることができますが、わが国の 1990 年中頃に起こった昭和シェル石油事件も、為替予
約にかかる会計基準が決済基準であったために、損失のロールオーバーが可能であったことに起
因しています。
　監査の失敗は、財務諸表の作成に第一次的責任を負う経営者の経営の失敗によって引き起こさ
れます。経営者が適切な財務諸表の作成に対する社会的責任の大きさを自覚して、適正な財務諸
表を作成するために、企業内に適切な内部統制を整備し、その機能が有効に働くように維持し、
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それによって適正な財務報告を支えることが求められます。最近の財務諸表監査の理論と実務の
双方において、「監査人は職業的懐疑心をどの程度行使すべきであるか」という問題が熱く論じ
られています。職業的懐疑心の在り方については、従来、経営者の誠実性との関係で取り上げら
れ、基本的には、経営者が誠実である、反対に不誠実であるといった予断を持つのではなく中立
的な立場を採ること求められていました。しかし、現在ではこの立場 (a neutrality view) ではなく、
どの経営者でも不正な財務報告をするインセンティブを持っていることをまず認識し、疑ってか
かる姿勢を強めるようにとの立場 (a presumptive doubt view) が重視されています。
　いずれにしましても、不正な財務報告は経営の失敗の最たるものであり、その責任はまず経営者
に帰するべきものでありますが、伊藤先生の報告の中でも言及されていますように、不正会計 ( 粉
飾 ) 事件が起こりますと、本来厳しく処罰されるべき経営者に対する責任追及は軽く、むしろ監
査人に対する責任追及が厳しく、そのため監査人が受けるダメージむしろ大きい傾向があります。
　監査の失敗は、経営の失敗だけではなく、ガバナンスの失敗からももたらされます。それが、
第 5 番目の円です。先ほど申し上げましたように、経営者には不正な財務報告に走るインセンテ
ィブがありますが、それを経営者個人の倫理あるいは健全な経営哲学のみに頼るのではなく、経
営者の行動を監視する取締役会や監査役会の機能をより重視するという方向に企業社会は動いて
います。これがコーポレート・ガバナンスです。コーポレート・ガバナンスが有効に機能してい
れば、経営者が不正会計に手を染めようとする行動やその機会を、未然に防止することができる
という側面が強調されています。わが国でも東京証券取引所が公表したコーポレート・ガバナン
ス・コードは、上場企業に対してコーポレート・ガバナンスの強化と経営の透明性を一段と高め
ることを求めています。
　公認会計士の立場からすれば、被監査会社のコーポレート・ガバナンスの状況を十分に評価し、
その結果を財務諸表リスクの評価に結び付ける、ということではなかろうかと思います。いずれ
にしましても、コーポレート・ガバナンスが有効に機能していなかった場合には─すなわちコ
ーポレート・ガバナンスの失敗の場合には─、監査の失敗がそれによって間接的に引き起こさ
れる場合がある、ということです。
　監査の失敗には、とりわけ上場会社の場合には、監督官庁による規制の失敗が関係している場
合があります。わが国の場合は、金融庁が金融商品取引法および公認会計士法を執行する監督官
庁であります。1980 年代における当時の監督官庁 ( 大蔵省証券局 ) による実質的な規制の空白が
結果として公認会計士による監査の質の向上・強化に向けての取り組みにブレーキをかけ、反対
に監督官庁の顔色を窺いながら監査業務を公認会計士の姿勢を引き起こしてしまいました。本日
の報告の中でも、当時の大蔵省による規制がほとんど有効に機能していなかったことは明らかに
規制の失敗でありました。
　監査の失敗に影響する最後の要因は法制度の問題であります。これは、わが国の場合は議論が
非常に難しい。というのは、この問題は商法 ( 現在では会社法 ) における株式会社規制　( より厳
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密には上場会社規制 ) に関係し、会計学者よりも法律学者がここに非常に関心をもっているから
です。ご存じのように、日本の会社法におけるコーポレート・ガバナンスは複雑化する一方です。
これは、法律学者の側に、そして法律学者が中心となって株式会社規制をともかくシンプル化す
る方向に株式会社制度の改革を行う、という意識が必要ではないかと思います。
　私は、公認会計士による監査の失敗を以上説明しましたように多層的に捉えています。状況に
よっては、当然、公認会計士が法的責任を負わなければならないこともありますが、また法的責
任を追及しなければならないこともありますが、現実には、監査の失敗は公認会計士側だけの問
題─すなわち監査だけの問題─ではなくて、公認会計士監査を取り巻くさまざまな問題が複
雑に関係し合い、全体としてわが国独特の「監査社会の文化」を形作っているともいえるのです。
　一方、監査研究に目を転じてみますと、たとえばアメリカの監査研究においては、監査領域だ
けでなく、様々な周辺領域や基礎学問に研究の目を向けています。たとえば日本では監査の分野
への心理学の導入は行われていないといってよい状況です。アメリカのイリノイ大学では、心理
学を中心にした監査研究が行われており、様々な領域と学術交流を重ねながら研究が行われてい
ます。
　その一方で、わが国ではわが国なりの監査研究の展開が模索されてもよいと思います。やはり
財務会計、会社法、監査などの関連領域の研究者が一緒になって統合的な研究を行う必要がある
のではないかと思います。今回の最後のプレゼンテーションをなされた Abdel Khalik 先生の研
究を可能にしたのは、議会と裁判所における膨大な調査報告書の存在です。この点、わが国にお
いては、市場社会を震撼させる会計不祥事が起こっても、その実態をつぶさに明らかにした詳細
な報告書がなかなか見つかりません。徹底的に調査し事実関係を明らかにする、という風土がわ
が国の場合非常に弱いともいえます。マスコミでいろいろ取り沙汰された情報を使いながら、一
般向けの書物が出版されることはありますが、会計不祥事を学術的に分析していく意識はアメリ
カに比べると非常に弱いのではないかと思います。
　昨日、アメリカ大統領が来日されまして、広島で歴史的なスピーチをされました。大統領は、
そのスピーチの中で、「人類から恐らく戦争をなくすことはできないだろうが、その戦争をでき
るだけ少なくしていかなければいけない。科学技術はますます発達するが、それは幸せのために
使うべきであり、不幸のために使うものではない」といった主旨のお話をされました。おそらく
会計不正も同じではないかと思います。不正も人間の問題です。今後もおそらく会計不正は起こ
るでありましょうし、時には想像を超える会計不正 ( 粉飾決算 ) も起こると思います。
　長い間、財務諸表監査を研究しております。どうしたら会計不正を防止し、また、会計不正を
検出することができるかを考えてきました。監査の質を高めて社会の信託に応えるには、どうし
たらよいのでありましょうか。もとより、さまざまなアプローチがあると思いますが、一つ重要
なことは、社会的に影響のある不正会計事件が起きた場合には、それを可能な限り深く、そして
多面的に分析し、その結果を経営者のみならず公認会計士に伝え、それぞれの立場で省察を促す
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ということではないかと考えています。その意味では、監査プロフェッションの発展に大きな責
任を有している日本公認会計士協会の会員が巻き込まれたさまざまな会計不正事件・監査失敗事
例について徹底した調査・分析を行い、それを公表していくことではないか、と思います。確
かに、公認会計士には監査依頼人との関係で守秘義務が課せられておりますが、それが「錦の
御旗」にならないように、公認会計士の役割である「公益に資する」という側面をさらに強調
してもらいたいと思います。日本語の「公認会計士」に相当する英語表現には、Certified Public 
Accountants と、 “Public”という用語が使われているではありませんか。公認会計士は、クライ
アントである被監査会社と投資家を含むパブリックとの間に挟まれる、という非常に辛い立ち位
置にありますが、社会的に大きな影響を与えた重大な会計不正事件が起こったときに、日本公認
会計士協会が先頭に立って調査・分析し、そして結果の公表をすることが必要なのではないでし
ょうか。また、法律学者と会計学者あるいは監査研究者がどのように関わり、こうした不正会計
について学術的なケース・スタディーを行っていくのかも、これからの重要な課題と考えます。
　それでは、これで第 24 回のアカデミック・フォーラムを閉会させていただきたいと思います。
本日は、長時間、ご清聴いただきましてどうもありがとうございました。
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